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 １．地域別生乳生産量の動向   

 

 

 

 

表１：平成３０年度の地域別生乳生産量（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生乳生産量の見通し】 

30年度の生乳生産量は、北海道では 3,966千㌧・前年比 101.3％、都府県では 3,300千㌧・同 97.8％となり、そ

の結果、全国の生乳生産量は 7,266千㌧・同 99.7％となる見通しである。 

なお、北海道においては、上期は前年を超えて（上期：同 102.4％）推移し、下期は概ね前年並み（下期：同 100.2％）

で推移する見通しである。 

 

※全国 7,266千㌧・99.7％（前回見通し 99.7％）、 

北海道 3,966千㌧・101.3％（同 101.6％）、都府県 3,300千㌧・97.8％（同 97.4％） 

 

グラフ１－１：全国の生産量（日均量）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ１－２：北海道の生産量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ１－３：都府県の生産量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表は、着色部分が実績、白枠

部分が予測（平成 30年 6月以

降）。以下、全て同様。 

【生乳生産量予測の前提】 

・北海道及び都府県の予測値は、平成 30 年 5 月までの生乳生産量データに基づき、気温や乳牛頭数等を説明変数とした予測モデル

（ARIMAモデル）による推計値を基本に算出。なお、平成 30年度の気温は、高めで設定。 
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 ２．牛乳等生産量の動向   

 

 

 

 

 

表２：平成３０年度の牛乳等生産量（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【牛乳等生産量の見通し】 

30年度の牛乳等生産量は、「牛乳類」が 4,681千 Kl・前年比 99.6％、「はっ酵乳」が 1,081千 Kl・同 100.6％と

なる見通しである。 

なお、「牛乳類」のうち、約 7割を占める「牛乳」は、年間を通じ前年を上回り推移するが、「加工乳」・「成分調

整牛乳」・「乳飲料」は、上期・下期ともに前年を下回り推移する見通しである。 

 

※牛乳類 4,681千 Kl・99.6％（前回見通し 99.6％）、牛乳 3,152千 Kl・101.9％（同 100.0％）、 

加工乳 88千 Kl・94.4％（同 96.4％）、成分調整牛乳 332千 Kl・95.8％（同 98.3％）、 

乳飲料 1,109千 Kl・95.2％（同 99.5％）、はっ酵乳 1,081千 Kl・100.6％（同 101.2％） 

 

グラフ２－１：牛乳類（牛乳・加工乳・成分調整牛乳・乳飲料）の生産量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ２－２：牛乳の生産量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ２－３：加工乳の生産量（日均量）         グラフ２－４：成分調整牛乳の生産量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ２－５：乳飲料の生産量（日均量）         グラフ２－６：はっ酵乳の生産量（日均量） 

 

 

  

【牛乳等生産量予測の前提】 

・各々の予測値は、平成 30 年 5 月までの生産量データに基づき、気温や平日日数等を説明変数とした予測モデル（ARIMA モデル）によ

る推計値を基本に算出。なお、生乳生産の予測では、平成 30年度の気温が高めの場合の予測値を採用したが、牛乳等生産量の予測で

は、直近の状況等を踏まえた予測値を採用。 
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 ３．用途別処理量の動向   

 

 

 

 

 

表３：平成３０年度の生乳供給量及び用途別処理量（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【用途別処理量の見通し】 

30 年度の用途別処理量は、「生乳供給量」が 7,218 千㌧・前年比 99.7％、「飲用等向処理量」が 4,105 千㌧・同

100.8％、「乳製品向処理量」が 3,113千㌧・同 98.3％となる見通しである。 

なお、「乳製品向処理量」は下期以降、生乳生産の伸び率の鈍化等が反映され、前年を下回り推移する見通しで

ある。 

 

※生乳供給量 7,218千㌧・99.7％（前回見通し 99.7％）、飲用等向 4,105千㌧・100.8％（同 99.8％）、 

乳製品向 3,113千㌧・98.3％（同 99.5％） 

 

グラフ３－１：生乳供給量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ３－２：飲用等向生乳処理量（日均量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ３－３：乳製品等向生乳処理量（日均量） 

 

【用途別処理量予測の前提】 

・生乳供給量は、生乳生産量から自家消費量を差し引いて算出（自家消費量は、各地域の直近までの動向を踏まえ設定）。 

・飲用等向処理量は、牛乳、加工乳、成分調整牛乳、乳飲料、はっ酵乳の予測生産量を基に、生乳使用係数を乗じ算出。 

・乳製品向処理量は、生乳供給量と飲用等向処理量の差。 
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 ４．都府県の生乳需給の動向 

 

 

 

 

 

表４：平成３０年度の都府県の需給（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都府県の生乳需給の見通し】 

30年度の都府県の生乳需給は、「生乳供給量」が 3,274千㌧・前年比 97.8％、「飲用等向処理量」が 3,460千㌧・

同 100.1％となる見通しである。その結果、北海道から都府県への「移入必要量（道外移出量）」は、需要期を中心

に前年水準と比較して増加（8月～10月計 162千㌧・同 113.5％）し、年度計では、498千㌧・同 110.8％となる見

通しである。 

 

※生乳供給量 3,274千㌧・97.8％（前回見通し 97.4％）、飲用等向 3,460千㌧・100.1％（同 99.0％）、 

移入量（道外移出量）498千㌧・110.8％（同 105.0％） 

 

５．乳製品需給の動向 

 

 

 

 

 

 

表５：平成３０年度の脱脂粉乳の需給（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ５：脱脂粉乳の推定出回り量及び在庫量（四半期毎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【脱脂粉乳需給の見通し】 

脱脂粉乳については、30年度の生産量が 116.8千㌧・前年比 96.1％となる見通し。輸入売渡しとして、今後 30

年度輸入予定数量（27.0千㌧）について、需給に対応した必要量が定期的に売り渡される予定となっていること

から、30年度末在庫量は 60.0千㌧（前年度末比▲5.2千㌧）となる見通しである。 

 

※脱脂粉乳：生産量 116.8千㌧・96.1％（前回見通し 99.6％）、在庫量 60.0千㌧・92.1％（同 97.4％）、 

推定出回り量 138.7千㌧・100.5％（同 101.0％） 

  

【都府県生乳需給予測の前提】 

・「移入必要量（道外移出量）」は、都府県不足量の補完と、北海道ブランド牛乳製造のための必要乳量等を基本に算出。 

・「脱脂粉乳・バター等向処理量」は、「A-B-C」+「移入量」-「移出量」で算出し、過去 5年間の最低数量や直近の需給状況等を加味して

算出。 

【脱脂粉乳・バター需給予測の前提】 

・脱脂粉乳・バターの生産量は、脱脂粉乳・バター等向処理見込数量に製造係数（直近の動向等を反映）を乗じて算出。 

・脱脂粉乳・バターの推定出回り量は、平成 30 年 5 月までの推定出回り量データに基づき、代替乳製品の動向等を説明変数とした予

測モデル（ARIMAモデル）による推計値を基本に算出。 

・脱脂粉乳・バターの在庫月数は、前年度の一ヶ月平均消費量を基に算出。 
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表６：平成３０年度のバターの需給（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ６：バターの推定出回り量及び在庫量（四半期毎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【バター需給の見通し】 

バターについては、30 年度の生産量が 58.0 千㌧・前年比 96.5％となる見通し。輸入売渡しとして、今後 30 年

度輸入予定数量（13.0 千㌧）について、需給に対応した必要量が定期的に売り渡される予定となっていることか

ら、30年度末在庫量は 25.9千㌧（前年度末比+2.9千㌧）となる見通しである。 

 

※バター：生産量 58.0千㌧・96.5％（同 99.8％）、在庫量 25.9千㌧・112.5％（同 113.9％）、 

推定出回り量 71.8千㌧・101.5％（同 102.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ６．需給動向を踏まえた当面の課題と対応について  

（１）夏季および下期における生乳生産量維持の取り組み 

 30年度上期の生乳生産量は、北海道では、生産の主力となる 2～4歳の乳用牛頭数の増加により堅調に推移して

いるが、下期においては生産の伸びが一巡し、ほぼ前年同期の水準となる見通しである。なお、北海道においては、

一番牧草収穫期の長雨によって牧草の品質低下が危惧されており、秋季以降の生乳生産に影響を及ぼす可能性が出

てきている。 

また、都府県の生乳生産は、引き続き減少基調にあるものの、生産基盤強化の取り組み効果が徐々に現れており、

5月時点の本予測よりも、減少幅が縮小する見通しである。ただ、7月に入り東日本・西日本を中心に連日暑い日が

続いていることや、7月上旬の西日本における豪雨による乳用牛の体調への影響が懸念される。 

こうしたことを踏まえ、生乳生産については、夏季における暑熱対策をはじめとする飼養管理に万全を期すなど、

生乳生産の新たな減少要因を可能な限り抑制する取り組みが重要である。 

 

（２）飲用等最需要期に対応した弾力的な供給体制と的確な需給調整の取り組み 

都府県の生乳生産が依然として減少基調にある一方で、TVなどのメディアがこれまでにない牛乳の多様な栄養健

康機能を報道していることや、気温が高く好天に恵まれている影響もあり、牛乳の消費については引き続き好調に

推移し、都府県の生乳需給は今後も逼迫基調が続く見通しである。 

こうしたなか、今後の生乳需給については、特に、都府県で牛乳類の逼迫が懸念されることから、これに適切に

対処するため、全国の酪農乳業関係者が一体となって円滑かつ需給変化に見合った広域流通生乳及び製品の弾力的

な供給に努めるとともに、最需要期の 9月に向けてより緻密な需給情報の共有に努めることが重要である。 

 

（３）乳製品安定供給への取り組み 

脱脂粉乳・バターの 30年度生産量は、前年を下回って推移する見込みであるものの、30年度の輸入予定数量（脱

脂粉乳 27千㌧、バター13千㌧）について、需給変化に対応した必要量が定期的に売り渡されることから、本年度の

乳製品需給は安定して推移する見通しである。 

なお、国及び酪農乳業関係者は、当面する今後の生乳生産の状況、今夏の天候等の生乳需給への影響を注視しつ

つ、秋口以降の乳製品需要期に向け、市場に対して適時的確な需給情報の提供に努めることが必要である。 

 

（４）需給均衡に向けた生乳生産基盤強化等の取り組み 

全国の乳用牛頭数について、30年度第 1四半期の性判別精液の交配率が 14.3％と前年同期比で 2.8ポイント上昇

していることから、減少基調が続いている都府県においても、0歳（0～11ヶ月齢）頭数が前年を超えており、今後

は生産の主力である 2～4歳の乳用牛頭数の増加に期待したい。ただ、生乳需給は、牛乳消費が堅調に推移し、依然

ひっ迫構造にある。こうした状況を踏まえ、既存の生産基盤強化のための諸対策を最大限有効活用するとともに、

国及び酪農乳業関係者が一体となり、地域や酪農経営の実態を踏まえ、より効果的な対策を推進していくことが重

要である。 

また、需要期における飲用向け生乳の安定供給に係る構造的課題を改善すべく、国及び酪農乳業関係者が一体と

なり喫緊に対応策を構築することが求められる。 

 


